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2025/12/31 2025/12/31 2025/12/30
（前年末） （前月末） （前週末） 水準 日付 水準 日付

日経平均 円 50,339.48 50,339.48 50,339.48 52,636.87 2025/11/4 25,661.89 2023/1/4
NYダウ ﾄﾞﾙ 48,063.29 48,063.29 48,367.06 48,886.86 2025/12/12 31,429.82 2023/3/15
円/ﾄﾞﾙ 円 156.71 156.71 156.41 161.95 2024/7/3 127.23 2023/1/16
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今週の日本株市場は、生成AIへの期待やFRB（米連邦準備理事会）の利下げ継続観測に支えられ高値圏で推移するとみます。

先週末2日に米国は、ベネズエラに対して大規模攻撃を実施し、マドゥロ大統領を拘束しました。これを受け、南米諸国などから国

際法違反と非難する声があがっていることに加えて、国内からも議会承認なしでの軍事行動に対する法的根拠の不在が指摘されて

おり、先行き不透明感が意識されています。ただ現時点では、一段の地政学的リスクの高まりは確認されていないことから、市場

へのネガティブな影響は限られるとみています。昨年末にかけての米国株市場は、生成AI関連に牽引され米国の経済や企業業績は

好調さを維持するとの期待から関連銘柄が反発しており、この流れが日本株市場にも波及することでプラスに働くとみています。

また今週は、米国において9日の非農業部門雇用者数変化などの労働市場関連の経済指標の発表が相次ぎますが、米労働市場は減速

しつつも底堅いとの評価が確認されれば、米景気が堅調さを維持する中でFRBが利下げを継続するとの見方が、世界的なリスク資

産のサポート材料に働くとみています。なお、年始にもトランプ大統領は次期FRB議長人事を発表する見込みですが、各候補とも

ハト派的であり、どの候補が選ばれても株式市場への影響は限定的とみています。その他の注目材料として、日本では8日の日銀支

店長会議、米国では5日のISM製造業景況指数、7日のADP雇用統計、JOLTS求人数、ISM非製造業景況指数、欧州では7日のCPI、

9日の小売売上高、ドイツでは8日の製造業受注、中国では9日のCPIなどが挙げられます。

～ 生成AIへの期待やFRBの利下げ継続観測に支えられ高値圏で推移～

本資料は、朝日ライフ アセットマネジメント（以下、「当社」といいます。）が、投資の参考となる情報提供を目的として作成したもので、特定の商品に対する投資勧誘を意図するものではあり

ません。本資料は当社が信頼できると判断した情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。資料中に記載されたグラフ、数値等は過去の実績

であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。また、コメントについては作成日時点での判断であり、将来予告なく変わることがあります。最終的な投資決定はお客様ご自身

の判断でなさるようにお願いいたします。
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＜日本株（日経平均）＞ ＜米国株（NYダウ）＞ ＜円/ドル＞

（注）チャートは過去1年

週刊日本株レポート （1/5～1/9）

１．日米株式と円／ドルの推移

４．日本株市場 今週の見通し

商号等 ：朝日ライフ アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第301号

加入協会：一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会

22日から30日にかけての日本株市場は、日経平均が+832.27円（+1.68％）、TOPIXが+25.31ポイント（+0.75％）となり、

米国株市場の上昇などを背景に上昇しました。業種別でみると非鉄金属業、海運業、鉄鋼などの18業種が上昇した一方、ゴム製品、

空運業、輸送用機器など15業種が下落しました。

22日から23日にかけては、19日にトランプ米政権がエヌビディアのAI（人工知能）向け半導体の対中輸出について規制緩和へ向

けた審査を開始したと報じられたことや日銀が追加利上げを実施したことなどを受けて、AI関連銘柄や銀行株に買いが集まり続伸

しました。24日は、欧米がクリスマス休暇を控え市場参加者が少ない中で、4営業日ぶりに反落しました。25日から26日は、引

き続き市場参加者が少なく、目新しい材料も乏しい中で、24日の米国株市場が上昇したことや、植田日銀総裁の経団連での講演が

ハト派的だったことなどから、反発しました。29日は、為替の円高進行が重荷となったものの、金や銀の価格上昇などを背景に非

鉄金属銘柄に物色が集まったことなどが下支えし、３日続伸となりました。30日は、前日の米国株市場が下落したことなどを受け

て、4営業日ぶりに反落して引けました。

２．日本株市場 12月22日から30日の振り返り ～ 米国株市場の上昇などを背景に上昇～

３．今週の主な予定

※ 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

～ 生成AIへの期待やFRBの利下げ継続観測に支えられ高値圏で推移～

過去３年高値・安値はザラ場ベース / 当社が信頼できると判断した情報に基づき作

日程 曜日 国・地域 項目 期間 前回

1月5日 Mon 米国 ISM製造業景況指数 12月 48.2
1月6日 Tue ドイツ CPI（消費者物価指数）（前年比） 12月 2.30%

欧州 CPI（除食品・エネルギー・たばこ/前年比） 12月 2.40%
ADP雇用統計 12月 ▲3.2万人

製造業受注（前月比） 10月 0.20%

JOLTS求人数 11月 +767.0万人

ISM非製造業景況指数 12月 52.6

日銀支店長会議

毎月勤労統計-現金給与総額 11月 2.50%

ドイツ 製造業受注（前月比） 11月 1.50%

欧州 失業率 11月 6.40%

米国 貿易収支 10月 ▲528億ドル

中国 CPI（消費者物価指数）（前年比） 12月 0.70%

景気一致指数 11月 115.9

景気先行CI指数 11月 109.8

ドイツ 鉱工業生産（前月比） 11月 1.80%

欧州 小売売上高（前月比） 11月 0.00%

米国 非農業部門雇用者数変化 12月 +6.4万人
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